
第６期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（2019年３月１日から2020年２月29日まで）

株式会社キリン堂ホールディングス
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連 結 注 記 表

Ⅰ 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 ５社
連結子会社の名称
㈱キリン堂、㈱健美舎、㈱ソシオンヘルスケアマネージメント、メディスンショッ
プ・ジャパン㈱、㈲わかばメディックス

（2）非連結子会社の名称及び連結の範囲から除いた理由
非連結子会社の名称
㈱キリンドウベスト
連結の範囲から除いた理由
㈱キリンドウベストは小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う
額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても連結計
算書類に及ぼす影響が軽微であるためであります。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数及び持分法を適用した関連会社の名称

持分法を適用した関連会社の数 １社
持分法を適用した関連会社の名称
㈱ビューネットホールディングス
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（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
会社の名称
（非連結子会社）
㈱キリンドウベスト
（関連会社）
㈱ＲＳＭ、㈱プレミアムクリエイトジャパン
持分法を適用しない理由
㈱キリンドウベスト及び㈱ＲＳＭ並びに㈱プレミアムクリエイトジャパンは小規模
であり、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ
て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であるためでありま
す。

（3）持分法の適用の手続きについて特に記載する必要があると認められる事項
当連結会計年度において、持分法を適用している㈱ビューネットホールディングス
は、決算日を2月末日から12月末日に変更したため、決算日が連結決算日と異なるこ
ととなりました。そのため、当該会社の直近の事業年度に係る連結財務諸表を使用し
ております。また、同社の連結財務諸表に計上されております為替換算調整勘定につ
いては、持分割合に応じて連結計算書類に計上しております。

　
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、㈱ソシオンヘルスケアマネージメントの決算日は12月31日であり
ます。
　連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に
生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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４．会計方針に関する事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券…………… 償却原価法（定額法）によっております。
その他有価証券
　時価のあるもの……………… 決算日の市場価格等に基づく時価法によっており

ます（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定しております。）。

　時価のないもの……………… 移動平均法による原価法によっております。
　

② たな卸資産の評価基準及び評価方法
営業店内の商品………………… 売価還元法による低価法によっております。

ただし、調剤薬品については、総平均法による原
価法（貸借対照表価額については収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法）によっております。

その他のたな卸資産…………… 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額
については収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）によっております。

　
③ デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ…………………… 時価法によっております。
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（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産………………… 定率法によっております。

（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については、定
額法によっております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
　建物及び構築物 ８年～50年

② リ ー ス 資 産………………… リース期間を耐用年数として、残存価額を零とす
る定額法を採用しております。なお、所有権移転
外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引
開始日がリース取引会計基準の改正適用初年度開
始前のリース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によっております。

（所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産）

　
（3）引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金…………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金…………… 当社及び連結子会社は、従業員の賞与支給に備え
るため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計
上しております。

③ 株 主 優 待 引 当 金…………… 株主優待制度に係る費用の発生に備えるため、当
連結会計年度末において将来発生すると見込まれ
る額を計上しております。

④ 店舗閉鎖損失引当金…………… 店舗閉鎖に係る損失の発生に備えるため、当連結
会計年度末において将来発生すると見込まれる額
を計上しております。
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（4）退職給付に係る会計処理の方法
小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に
係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており
ます。

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。

（6）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法……………… 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替

予約について振当処理の要件を充たしている場合
には振当処理を、金利スワップについて特例処理
の要件を充たしている場合には特例処理を採用し
ております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象……… （通貨関連）
ヘッジ手段
ヘッジ対象

為替予約
外貨建輸入取引に係る金銭債務
外貨建予定取引

（金利関連）
ヘッジ手段
ヘッジ対象

金利スワップ
借入金利息

③ ヘッジ方針……………………… 外貨建輸入取引に係る金銭債務及び外貨建予定取
引の為替変動リスクを回避する目的で為替予約取
引を、借入金の金利変動リスクを回避する目的で
金利スワップ取引を行っております。取引の開始
にあたっては、所定の内部規程に基づき決裁手続
を経て実施しております。
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④ ヘッジの有効性評価の方法…… ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は
相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動
の累計又は相場変動を比較し、両者の変動額等を
基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。
ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な
条件が同一でありヘッジに高い有効性があると認
められる場合は、有効性の判定を省略しておりま
す。

　
（7）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。ただし、控除対象外
消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。
② 連結納税制度の適用
当社及び一部の連結子会社は、連結納税制度を適用しております。
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５．のれんの償却に関する事項
のれんは、５～10年間の均等償却を行っております。ただし、金額に重要性が乏しい
場合については、発生年度に一括償却を行っております。

　
６．表示方法の変更

　 （「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16
日）に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号
平成30年３月26日）を当連結会計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の
区分に表示する方法に変更しております。

　 （連結貸借対照表）
前連結会計年度において、区分掲記しておりました無形固定資産の「のれん」（当連結
会計年度496百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、無形固定資産に含めて表示
しております。
前連結会計年度において流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「未払法人
税等」（前連結会計年度395百万円）は、金額的重要性が増したため、区分掲記しており
ます。
前連結会計年度において区分掲記しておりました固定負債の「リース債務」（当連結会
計年度480百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、固定負債の「その他」に含め
て表示しております。

　 （連結損益計算書）
前連結会計年度において、区分掲記しておりました特別利益の「投資有価証券売却益」

（当連結会計年度０百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、特別利益の「その他」
に含めて表示しております。
前連結会計年度において、区分掲記しておりました特別損失の「店舗閉鎖損失」（当連
結会計年度43百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、特別損失の「その他」に
含めて表示しております。
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７．追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、社員に対する当社の中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与を目的
として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。
①取引の概要

当社は、「キリン堂ホールディングス社員持株会」（以下「持株会」という。）に加入
する全ての社員を受益者とする「キリン堂ホールディングス社員持株会信託」（以下
「従持信託」という。）を設定します。従持信託は、2016年11月より３年間にわたり
持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を取得し、持株会に売却を行うものであ
ります。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者適格要件
を満たす者に分配されます。
なお、当連結会計年度末において信託期間は終了しており、翌連結会計年度におい
て各受益者への分配を行う予定であります。

②信託に残存する自社の株式
当連結会計年度においては、信託期間が終了しているため、信託に残存する当社株
式はありません。

③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
当連結会計年度においては、信託期間が終了しているため、計上された借入金の帳
簿価額はありません。

（株主優待引当金）
株主優待制度の導入に伴い、当連結会計年度より株主優待制度に基づく費用の発生見込
額を計上しております。
なお、当該引当金は流動負債の「株主優待引当金」に計上しております。
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Ⅱ 連結貸借対照表に関する注記
１．たな卸資産の内訳
商 品 及 び 製 品……………………………………………………………… 14,573百万円
未 着 商 品…………………………………………………………………… 42百万円
原材料及び貯蔵品…………………………………………………………………… 61百万円

　
２．担保資産及び担保付債務
デリバティブ取引の担保として下記を供しております。金額は次のとおりであります。
現 金 及 び 預 金………………………………………………………………… 40百万円

　
３．有形固定資産の減価償却累計額……………………………………………… 17,633百万円

４．連結会計年度末日満期手形等の処理について
連結会計年度末日満期手形等の会計処理については、当連結会計年度末日は金融機関の
休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。
当連結会計年度末日満期手形等は次のとおりであります。
支 払 手 形…………………………………………………………………… 21百万円
電 子 記 録 債 務……………………………………………………………… 2,284百万円
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Ⅲ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
普 通 株 式 11,332,206株

　
２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2019年４月10日
取 締 役 会 普通株式 198 17.5 2019年２月28日 2019年５月９日

2019年10月10日
取 締 役 会 普通株式 215 19.0 2019年８月31日 2019年11月11日

（注）１．2019年４月10日取締役会決議の配当金の総額には、従持信託が保有する自社の株
式に対する配当金２百万円を含めております。

２．2019年10月10日取締役会決議の配当金の総額には、従持信託が保有する自社の株
式に対する配当金１百万円を含めております。　

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と
なるもの

決議 株式の種類
配当金
の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年４月10日
取 締 役 会 普通株式 237 利益剰余金 21.0 2020年２月29日 2020年５月11日
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Ⅳ 金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金計画に照らして、必要な資金を借入にて調達しております。
デリバティブ取引は、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するために利用して
おり、投機的な取引は行わない方針であります。

　
（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客等の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リ
スクに晒されております。
長期貸付金、敷金及び保証金は、主に店舗の賃貸借契約に係るものであり、取引先
企業等の信用リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務並びに未払法人税等は、全て１
年以内の支払期日であります。
又、一部外貨建ての買掛金については、為替変動リスクに晒されております。
借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、その返済日は決
算日後、最長で９年６ヵ月であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒
されております。
又、一部の借入金には財務制限条項が付されており、これらの条項に抵触した場合
は、一括返済を求められる可能性があります。
デリバティブ取引は、主に輸入商品による仕入債務及び外貨建予定取引の為替相場
変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約取引及び借入金に係る支払利息の変
動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会
計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等につ
いては、Ⅰ連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「４．会
計方針に関する事項 （6）重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。
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（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

売掛金、長期貸付金、敷金及び保証金については、債権管理規程、リスク管理規程
並びに経理規程に基づき、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行うとともに、財務
状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティリスクを軽減するため
に、優良な金融機関と取引を行っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、市況や取
引先企業との関係を勘案し保有状況を見直しております。
外貨建輸入取引に係る金銭債務（確実に発生すると見込まれる予定取引を含む）に
対して為替予約取引を行っております。デリバティブ取引の実行・管理は当社財務経
理部が行っており、取引の開始にあたっては、所定の内部規程に基づき決裁手続を経
て実施しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
支払手形及び買掛金、電子記録債務、未払法人税等並びに借入金は流動性リスクに
晒されておりますが、各部署からの報告に基づき適時に資金繰計画を作成・更新する
とともに、手許流動性の維持等により流動性のリスクを管理しております。

　
（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理
的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り
込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること
があります。
２．金融商品の時価等に関する事項におけるデリバティブ取引に関する契約額等に
ついては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではあり
ません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な
お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）２．
参照）

連結貸借対照表計上額
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

（1）現金及び預金 10,888 10,888 ―
（2）受取手形及び売掛金 3,585 3,585 ―
（3）投資有価証券 103 103 ―
（4）長期貸付金（※１） 1,946

貸倒引当金（※２） △297
1,648 1,738 89

（5）敷金及び保証金 4,690 4,685 △5
資産計 20,917 21,001 84

（1）支払手形及び買掛金 10,129 10,129 ―
（2）電子記録債務 7,955 7,955 ―
（3）短期借入金 400 400 ―
（4）未払法人税等 915 915 ―
（5）長期借入金（※３） 10,326 10,404 77

負債計 29,727 29,805 77
　（※１）このうち231百万円については、流動資産の「その他」に計上しております。
（※２）長期貸付金は個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
（※３）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額によっております。

　
（3）投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。
　

（4）長期貸付金
これらの時価については、合理的に見積もった将来キャッシュ・フローを、国
債の利回り等の適切な指標で割り引いた現在価値により算定しております。

　
（5）敷金及び保証金

これらの時価については、合理的に見積もった将来キャッシュ・フローを、国
債の利回りで割り引いた現在価値により算定しております。

　
負 債
（1）支払手形及び買掛金、（2）電子記録債務、（3）短期借入金、
（4）未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額によっております。

　
（5）長期借入金

これらの時価については、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新
規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており
ます。変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、又、当社の信用状態
は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考え
られるため、当該帳簿価額によっております。なお、変動金利による長期借入金
のうち金利スワップの特例処理の対象とされているものは（下記デリバティブ取
引参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借
入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方
法によっております。
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デリバティブ取引
金利関連

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている借入金と一体
として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載し
ております。（上記負債(5)長期借入金参照）

　
２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）
非上場株式 133
関係会社株式 141
敷金及び保証金 50

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もること
ができず時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）投資有価証券」、
「（5）敷金及び保証金」には含めておりません。

　
Ⅴ １株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額………………………………………………………………… 1,438円86銭
１株当たり当期純利益……………………………………………………………… 158円70銭
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Ⅵ その他の注記
１．減損損失に関する注記
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上い
たしました。

場所 用途 種類
石川県金沢市他 店舗 建物及び構築物等
当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗を基本単
位としてグルーピングしております。ただし、小売事業を営んでいない連結子会社について
は、原則として各社を１つの資産グループとしております。
その結果、市場価格の著しい下落または収益性の悪化等により、回収可能価額が帳簿価額
を下回った上記資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失
（840百万円）として特別損失に計上いたしました。

　
減損損失の内訳
建物及び構築物 716百万円
リース資産 46
無形固定資産 15
その他 62

計 840
　

なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により算定しておりますが、将来キ
ャッシュ・フローが見込めないため、零としております。
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２．資産除去債務に関する注記
（1）当該資産除去債務の概要

店舗の土地・建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
　

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を取得から４年～30年と見積り、割引率は0.0％～2.1％を使用して資
産除去債務の金額を計算しております。

　
（3）当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 1,477百万円
有形固定資産の取得に伴う増加額 40
時の経過による調整額 12
資産除去債務の履行による減少額 △50
期末残高 1,479
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個 別 注 記 表
　
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券……………… 償却原価法（定額法）によっております。
子会社株式及び関連会社株式…… 移動平均法による原価法によっております。

　
２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産…………………… 定率法によっております。
（2）無形固定資産…………………… 定額法によっております。

　
３．引当金の計上基準

賞 与 引 当 金…………………… 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事
業年度負担額を計上しております。

株主優待引当金…………………… 株主優待制度に係る費用の発生に備えるため、当事
業年度末において将来発生すると見込まれる額を計
上しております。

　
４．重要なヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法………………… 金利スワップについては特例処理の要件を充たして

おりますので、特例処理によっております。
（2）ヘッジ手段とヘッジ対象………… ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 借入金利息
（3）ヘッジ方針………………………… 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っております。取引の開始にあたって
は、所定の内部規程に基づき決裁手続を経て実施し
ております。

（4）ヘッジの有効性評価の方法……… 金利スワップについては特例処理の要件を充たして
おりますので、有効性の評価を省略しております。
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５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1)消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。ただし、控除対象外

消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。

(2)連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

６.表示方法の変更
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16

日）に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号
平成30年３月26日）を当事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分
に表示する方法に変更しております。

（貸借対照表）
前事業年度において、流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「未払法人税
等」（前事業年度202百万円）は、金額的重要性が増したため、区分掲記しております。

７. 追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
連結注記表（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）の内容と同一である
ため記載を省略しております。

（株主優待引当金）
株主優待制度の導入に伴い、当事業年度より株主優待制度に基づく費用の発生見込額を
計上しております。
なお、当該引当金は流動負債の「株主優待引当金」に計上しております。
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Ⅱ 貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務
デリバティブ取引の担保として下記を供しております。金額は次のとおりであります。
現 金 及 び 預 金……………………………………………………………… 40百万円

　
２．有形固定資産の減価償却累計額……………………………………………………1百万円

　
３．保証債務
次の子会社の賃貸借契約に対し債務保証を行っております。
㈱ソシオンヘルスケアマネージメント…………………………………… 512百万円

　
４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権…………………………………………………………………1,411百万円
短期金銭債務…………………………………………………………………… 21百万円

Ⅲ 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高 営 業 収 益 896百万円

その他の営業取引高 130百万円
営業取引以外の取引高 178百万円

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普 通 株 式 1,207株
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Ⅴ 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
　 繰越欠損金 16百万円
　 未払事業税 3
　 賞与引当金 2
　 関係会社株式 699
　 その他 0
繰延税金資産小計 722
評価性引当額 △704
繰延税金資産合計 18
繰延税金負債
　信託報酬等 1
繰延税金負債合計 1
繰延税金資産の純額 17
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Ⅵ 関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

種類 会社等
の名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 ㈱キリン堂 所有
直接100％

経営指導、
役員の兼任、
資金の貸付等

経営指導料の受取
（注）１ 438 ― ―

出向者の受入
（注）２ 130 未払金

（注）６ 8

連結法人税
個別帰属額 814 未収入金

（注）７ 814

資金の貸付
（注）３

1,800 長期貸付金
（注）８ 7,483

3,500 短期貸付金
（注）８ 590

受取利息
（注）３ 174 前受収益

（注）６ 15

債務被保証
（注）４ 8,529 ― ―

子会社
㈱ソシオン

ヘルスケア

マネージメント

所有
間接70.04％

役員の兼任、
賃料の債務
保証等

債務保証
（注）５ 512 ― ―

　（注）１．経営指導料については、双方協議のうえ合理的に決定しております。
２．㈱キリン堂が支給した出向者人件費について、実費精算を行ったものであります。
３．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
４．銀行借入につき、債務保証を受けており、保証料は支払っておりません。
５．賃貸借契約に係る契約残存期間の賃料に対する債務保証を行ったものであり、保証料は受け取
っておりません。

６．未払金８百万円及び前受収益15百万円については、流動負債の「その他」に計上しておりま
す。

７．未収入金814百万円については、流動資産の「その他」に計上しております。
８．長期貸付金については、１年内回収予定の長期貸付金を含んでおります。なお、短期貸付金
590百万円については、流動資産の「その他」に計上しております。

９．上記金額には消費税等は含まれておりません。
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Ⅶ １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額………………………………………………………………… 1,198円30銭
１株当たり当期純利益……………………………………………………………… 44円76銭
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